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小田原市公共施設包括管理業務委託プロポーザル実施要領 

 

１ 業務概要 

(1) 件名 

小田原市公共施設包括管理業務（以下「本業務」という。） 

(2) 業務の目的 

本業務は、小田原市が保有する公共施設に係る保守管理業務を包括的に委託し、保守

管理の質の向上、業務の効率化等を図ることにより、今後の持続可能な公共施設の管理

運営につなげることを目的とする。 

(3) 業務内容 

ア 対象施設  別紙１「対象施設一覧」のとおり 

イ 対象業務  別紙２「対象業務一覧」のとおり 

ウ 各業務の詳細は、別紙３「小田原市公共施設包括管理業務委託仕様書（案）」を基

本として、公募型プロポーザル方式で選定した優先交渉権者と協議調整を行った上で

確定することとする。 

エ 業務期間中においても、本市と受託者との間で協議を行い、対象施設又は対象業務

を増減させる場合がある。 

(4) 業務期間 

  令和２年(2020年)４月１日から令和７年(2025年)３月31日まで 

※債務負担行為に基づく複数年契約とする。 

 

２ 事業費上限額 

1,606,000,000円 

事業費上限額は、消費税及び地方消費税（10％）及び人件費の上昇に係る経費（国土交 

通省公表の平成30年度及び平成31年度の建築保全業務労務単価を参考に約6,400万円と想 

定）を含む業務期間５年間の総額とする。（令和元年(2019年）度分は０円） 

ただし、本プロポーザルは、令和２年(2020年)３月31日までに小田原市議会により関係

予算が成立しない場合は中止とする。 

 

３ 実施形式 

公募型プロポーザル方式 

 

４ 参加資格 

プロポーザルに参加できる者は、単体又は複数の事業者により構成される共同企業体と

し、次の全ての要件を満たすこと。 

 (1) 単体の場合 

  ア 小田原市契約規則（昭和39年小田原市規則第22号）第５条の規定に該当する者であ

ること。 

  イ 参加申込書の提出期限から優先交渉権者の選定の日まで、小田原市工事等入札参加
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資格者の指名停止措置要領に基づく指名停止処分を受けていないこと。 

 ウ 提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 

  エ 小田原市公共施設包括管理業務事業者選定委員会の委員、委員の配偶者又は委員の

３親等内の親族が経営又は運営に関与していない者であること。 

オ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生

法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

  カ 小田原市競争入札参加資格者名簿（一般委託「総合建物管理の委託」又は「建物設

備保守管理委託」）に登録されていること。ただし、小田原市競争入札参加資格者名

簿に未だ登録されていないが、参加申込書を提出した時点で、該当業務に係る営業種

目において現に申し込み中であり、優先交渉権者を選定する期日までに登録の完了す

る場合は例外とする。 

キ 本業務の総括責任者として、ビルメンテナンス等の業務責任者として通算５年以上

の実務経験を有し、本業務に必要な技術力、マネジメント能力及びコミュニケーショ

ン能力を有する者を選任できること。 

ク 市の地域経済の循環に配慮し、市内業者を可能な範囲で現行水準と同等条件で活用

するよう努める者であること。 

 (2) 共同企業体の場合 

ア 全ての構成員が小田原市競争入札参加資格者名簿に登録されているとともに、(1) 

アからオまでの要件を全て満たすこと。ただし、小田原市競争入札参加資格者名簿に

未だ登録されていないが、参加申込書を提出した時点で、現に申し込み中であり、優

先交渉権者を選定する期日までに登録が完了する場合は例外とする。 

イ 構成員のうちいずれかの企業が(1)カの要件を満たすこと。 

ウ 共同企業体が(1)キ及びクの要件を満たすこと。 

 

※共同企業体で参加申込みをする場合は、次の事項に留意すること。 

  ・共同企業体の代表となる事業者を定め、その代表企業が本プロポーザルの参加申込み

及び企画提案書の提出を行うこと。 

  ・１事業者が複数の共同企業体の構成員となることはできない。また、共同企業体の構

成員となりながら単独で参加申込みをすることもできない。 

  ・代表企業又は構成員を変更することはできない。ただし、構成員に限り、やむを得な

い事情があると認めた場合は、変更を認めるものとする。 

  ・構成員の数は、３者以内とする。 

 

５ スケジュール 

内 容 期 日 

実施要領の公表 令和元年(2019年)６月17日（月） 

施設見学申込期間 
令和元年(2019年)６月17日（月）から 

同月21日（金）午後５時まで 
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施設見学 令和元年(2019年)６月26日（水） 

質問書の提出期間 
令和元年(2019年)６月17日（月）から 

同月28日（金）午後５時まで 

質問書に対する回答 令和元年(2019年)７月12日（金） 

参加申込書の提出期間 
令和元年(2019年)６月17日（月）から 

同年７月16日（火）午後５時まで 

資格審査結果の通知 令和元年(2019年)７月19日（金） 

企画提案書等の提出期間 
令和元年(2019年)７月22日（月）から 

同年８月５日（月）午後５時まで 

プレゼンテーション 令和元年(2019年)８月26日（月） 

審査結果通知・公表 令和元年(2019年)９月上旬 

詳細協議 令和元年(2019年)９月～令和２年(2020年)３月 

契約の締結 令和２年(2020年)３月 

業務開始 令和２年(2020年)４月 

 

６ 参加申込み 

 (1) 提出書類 

書 類 備 考 

①参加申込書【様式１】 
・代表者印を押印すること。 

・共同企業体の場合は、代表企業を１者選定すること。 

②共同企業体結成届 

【様式２】 

・単体の場合は不要。 

・協定書の写しを添付すること。 

③会社概要調書【様式３】 

・共同企業体の場合は、全ての構成員が提出すること。 

・欄内に記入しきれない場合は、別紙での提出も可。 

・直近の損益計算書、貸借対照表を添付すること。 

④同種業務受託実績書 

【様式４】 

・過去５年以内（平成２６年度以降）における同種業務の

受託実績を記入すること。 

・業務経歴を確認できる契約書の写しを添付すること。 

⑤誓約書【様式５】 ・共同企業体の場合は、全ての構成員が提出すること。 

 (2) 様式等の配布方法 

ア 実施要領、様式一式、別紙１～３の配布方法 

印刷物での配布は行わないため、市ホームページからダウンロードすること。 
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  イ 次の参考資料の配付方法 

現行仕様書、対象施設図面、対象業務執行額等（H28～H30）、市内登録業者一覧、

施設白書H29年度版及びH29エネルギー使用量 

    参加申込み又は施設見学申込みを行った事業者に、データが記録された電子媒体を

配布する。（公共施設マネジメント課窓口で直接手渡すので、事前に日時等を調整す

ること。） 

(3) 参加申込み期間 

令和元年(2019年)６月17日（月）から同年７月16日（火）午後５時 

 (4) 申込み方法 

直接持参又は郵送（期限内必着）により公共施設マネジメント課へ提出すること。 

※持参の場合は、平日の午前９時から午後５時までを受付時間とする。 

 (5) 参加資格の審査 

提出書類により参加資格の審査を行い、令和元年(2019年)７月19日（金）に「参加資

格審査結果通知」を電子メールで通知する。 

 

７ 施設見学 

  本業務の対象施設の一部について見学を実施するので、希望者は次のとおり申し込むこ 

と。なお、施設見学の参加の有無は、事業者選定時の審査には影響しない。 

 (1) 申込み期間 

令和元年(2019年)６月17日（月）から同月21日（金）午後５時 

(2) 申込み方法 

市ホームページの「施設見学申込フォーム」に必要事項を入力すること。 

 (3) 参加人数 

   １者３人以内とする。移動のための乗用車等（１者につき１台まで）は参加者が用意

すること。 

(4) 施設見学日時・場所 

見学日時 見学場所 時間 

令和元年(2019年) 

６月26日（水） 

① 尊徳記念館 

② 市役所本庁舎 

③ 生涯学習センター本館けやき 

午前10時～正午 

① 三の丸小学校 

② 保健センター 

③ 生きがいふれあいセンターいそしぎ 

④ かもめ図書館 

⑤ 消防本部 

⑥ 学校給食センター 

午後１時15分 

～午後４時30分 

※集合場所、時間等、施設見学実施の詳細については別途連絡する。 

 駐車料金等は参加者の負担とする。 
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８ 質疑・回答 

(1) 提出方法 

「質問書【様式６】」を電子メールに添付して提出すること。 

(2) 提出期間 

令和元年(2019年)６月17日（月）から同月28日（金）午後５時 

 (3) 回答 

  ア 回答方法 

    市ホームページに掲載する。 

  イ 回答予定日 

    令和元年(2019年)７月12日（金） 

 

９ 企画提案書作成方法 

(1) 提出書類 

書類 備考 

①企画提案提出書 

【様式８】 

・代表者印を押印すること。 

②企画提案書 

【任意様式】 

・Ａ４片面印刷、30ページ以内にまとめること。 

・文字サイズは10ポイント以上とする。（図表等はこの限りで

ない。） 

・各ページにページ番号を記入すること。 

※【企画提案書参考例】を参照し、次の項目を含めて作成する

こと。 

・包括管理の基本的な考え方について 

・実施体制、配置予定総括責任者について 

・緊急時の対応、事故防止の取組について 

・業務工程表について 

・管理水準の向上の取組について 

・施設管理情報の集約による施設マネジメントについて 

・その他、付加サービス等の提案について 

・市内業者の活用の見込みについて 

③参考見積書 

【様式９】 

・Ａ４片面印刷とする。 

・令和２年（2020年）度から令和６年（2025年）度の５年度分

の見積合計額を記載し、その算出根拠となる積算内訳を明記

すること。 

・見積額は、消費税及び地方消費税（10％）及び人件費の上昇

に係る経費を含めること。 

・合計額は「２ 事業費上限額」を超えないこと。 
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(2) 提出期間 

令和元年(2019年)７月22日（月）から同年８月５日（月）午後５時まで 

(3) 提出方法 

提出書類をＡ４サイズの簡易なファイルに綴じ、持参又は郵送（期限内必着）により

提出すること。 

(4) 提出部数 

正本１部、副本１２部 

※副本は提出書類②及び③で構成し、提案者が特定できるような内容は、一切記載し

ないこと。 

 

10 審査方法 

 (1) 審査の実施 

  ア 審査機関 

    小田原市公共施設包括管理業務事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。） 

  イ 審査形式 

    企画提案書の記載内容に関するプレゼンテーションを実施する。 

    ただし、参加事業者が多数の場合は、企画提案書等の内容のみによる事前審査を行

い、プレゼンテーションを実施する事業者を５者程度に限定することがある。 

  ウ 実施予定日 

 令和元年(2019年)８月26日（月） 

※会場、時間等の詳細については別途連絡する。 

  エ 出席人数 

    ６人以内 

  オ 実施方法 

・パワーポイント等を用いて２０分以内で説明するものとし、説明に対して２０分程

度の質疑応答を行う。 

・プレゼンテーションで使用する資料は、提出書類（企画提案書等）に記載した内容

に基づくものとし、新たな内容の資料提示は認めない。 

・プレゼンテーションの場において、参加事業者名が特定可能となるような表現をし

ないこと。 

・プロジェクター（EPSON EB-S31）及びスクリーンは市が用意するが、パソコン及

びケーブル等は参加事業者が準備すること。 

  カ 審査方法 

・審査は、審査基準に基づいて企画提案書等の内容を審査し、参加事業者ごとに、選

定委員会の委員がそれぞれ２００点満点で採点を行う。 

・委員全員の得点を集計した総合評価点を算出し、最高得点者を優先交渉権者として

決定し、次に得点の高かった者を次点候補者として決定する。ただし、最高得点者

又は次点候補者が複数の場合は、選定委員会の総合的な審査により選定する。 

 



7 

 

(2) 審査基準 

 

11 審査結果 

(1) 通知方法 

審査結果については、参加事業者全員に電子メールによる通知を行うとともに、市ホ

ームページ上で公表する。 

 (2) 通知時期 

   令和元年（2019年）９月上旬 

 (3) 審査結果に関する質問 

参加事業者からの審査結果に関する質問等については、書面により受け付ける。その

場合、審査結果通知日（市ホームページ掲載日）の翌日から起算して３日以内（土、日

曜日を除く。）に書面を提出すること。 

区分 審査項目 審査の視点 配点 

企業の規模・

業務実績等 

経営規模 

業務遂行能力 

経営規模の妥当性、同種業務受託実績

の有無 
１０ 

業務体制・ 

実施方針・ 

提案内容等 

業務の理解度 
包括管理業務導入による効果、基本的

な考え方 
１０ 

実施体制 
適切な業務を提供できる実施体制、緊

急時の対応、事故防止の取組等 
３０ 

提案内容の的確性 

業務工程表の的確性 １０ 

管理水準の向上の取組 ２０ 

施設管理情報の集約による施設マネジ

メントの的確性 
３０ 

その他の提案 
付加サービス等の提案内容の独創性、

実現性 
３０ 

地域貢献 地域貢献 
市内業者の活用の見込み、地域経済の

循環についての考え方 
４０ 

ヒアリング・

プレゼンテー

ション 

提案資料の表現力 

取組意欲 

資料等のわかりやすさ、正確さ、 

ヒアリング・プレゼンテーションにお

ける積極的な取組意欲の有無 

１０ 

見積金額 見積金額 総額及び内訳 １０ 

合  計 ２００ 
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12 詳細協議及び契約の締結 

 (1) 優先交渉権者との詳細協議 

選定委員会において選定された優先交渉権者は、随意契約の相手方として、本市と契

約内容に関する詳細協議を行い、協議が整ったときは契約を締結する。 

契約に際しては、協議により決定した業務内容に対する見積書及び積算内訳等を、企

画提案時の参考見積額及び積算内訳を踏まえて提出すること。 

(2) 優先交渉権者との協議が不調の場合の措置 

優先交渉権者との協議が整わない場合は、次点候補者を優先交渉権者として詳細協議

を行う。 

 (3) その他の場合の措置 

優先交渉権者（次点候補者を優先交渉権者とした場合を含む。）が契約締結までに参

加要件を満たさなくなった場合、本プロポーザルの手続きにおける不正若しくは企画提

案書等の虚偽記載等が判明した場合又は事故等の特別な理由により契約が不可能となっ

た場合は、契約を締結しない。 

 (4) 契約保証金 

   小田原市契約規則による。 

 (5) 業務期間中における協議 

   「１ 業務概要」(3) エに記載した業務期間中の対象施設又は対象業務の増減のほか、 

２年目（令和３年度）以降において、小規模な修繕工事等の業務を追加する可能性があ

るので、その場合には、本市との協議に応ずること。 

 

13 提出書類の取扱い 

  企画提案書等全ての提出書類は返却しない。 

提出された企画提案書等は、優先交渉権者を選定する目的以外には使用しない。ただ

し、小田原市情報公開条例（平成１４年小田原市条例第３２号）に基づく公開請求があっ

たときは、公にすることにより、事業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する

おそれがあるものを除き、公開することがある。 

 

14 応募及び各手続きの問い合わせ先 

≪事務局≫ 

小田原市 企画部 公共施設マネジメント課（担当：村越・細谷）  

住 所 〒２５０－８５５５ 神奈川県小田原市荻窪３００番地 

電 話 ０４６５－３３－１３０５(直通) 

ＦＡＸ ０４６５－３３－１２８６ 

メール shi-hozen@city.odawara.kanagawa.jp 

 

15 その他 

 (1) 本プロポーザルは、令和２年(2020年)３月31日までに小田原市議会により関係予算が

成立しない場合は中止とする。 
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(2) 施設見学、企画提案書の作成、プレゼンテーション等、本プロポーザルの参加に要す

る費用は、参加事業者の負担とする。 

(3) 提出書類の提出後の修正又は変更は一切認めない。 

(4) 参加申込書を提出した後に辞退する場合は、「参加辞退届【様式７】」を提出するこ

と。 

(5) 本プロポーザルは、優先交渉権者を選定するものであり、契約の締結を担保するもの

ではない。 

(6) 本業務を行うための事務所スペース及び駐車スペースが必要な場合、市役所本庁舎内

等の市有施設内にスペースを確保するか近隣の民間施設を利用するかが未定であるた

め、事務所等設置については別途協議するものとする。本プロポーザルでは、事務所

等設置に係る経費は提案額に含めないこと。 

(7) 参加事業者の失格 

参加事業者が次のいずれかに該当する場合は、その者を失格とする。 

ア 参加資格の要件を満たさなくなった場合 

イ 企画提案書等の提出期限までに書類が提出されなかった場合 

ウ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

エ 参考見積額が事業費限度額を超えている場合 

オ プレゼンテーションに参加しなかった場合 

カ 審査の公平性を害する行為があった場合 

 


